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１ 平成２３年の結果概要  

  平成２３年における福島県内の規模５人以上の事業所の賃金、労働時間及び雇用の動 

 きを毎月勤労統計調査結果からみると、その概要は次のとおりである。 

 (1) 賃金 

   平成２３年の常用労働者１人当たり月平均の｢現金給与総額｣は、調査産業計で    

  285,556円（対前年比 4.5％増）となり、２年連続で増加している（図１、表１）。 

   

 (2) 労働時間 

  ア 総実労働時間 

     平成２３年の常用労働者１人当たり月平均の｢総実労働時間｣は、調査産業計で   

    153.2時間（対前年比 0.8％増）となり、２年連続で増加している（図１、表１）。 

  イ 所定外労働時間 

    平成２３年の常用労働者１人当たり月平均の｢所定外労働時間｣は、調査産業計 

   で9.3時間（対前年比 5.4％減）となり、２年ぶりに減少している（表１）。 

 

 (3) 雇用 

   平成２３年の月平均の｢常用労働者数｣（推計）は、調査産業計で 598,006人となり 

  （対前年比 6.6％減）、常用雇用指数（平成22年平均＝100）は93.4で、３年連続で 

  減少している（図１、表１）。 
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表1　 賃金・労働時間・雇用の動き　　　（調査産業計、事業所規模5人以上）

（平成22年を100とする指数）

18年 19年 20年 21年 22年 23年 23年実数

現金給与総額 109.3 103.6 101.6 96.5 100.0 104.5 285,556

前年比（％） 1.7 △ 5.2 △ 2.0 △ 5.1 3.7 4.5 （円）

106.3 102.0 101.2 97.0 100.0 102.5 239,084

△ 0.3 △ 4.0 △ 0.8 △ 4.2 3.2 2.5 （円）

出勤日数（実数） 20.2 20.1 20.1 19.7 19.9 19.9 19.9

前年差（日） △ 0.1 △ 0.1 0.0 △ 0.4 0.2 0.0 （日）

総実労働時間 103.7 102.8 102.5 98.0 100.0 100.8 153.2

前年比（％） △ 1.4 △ 0.9 △ 0.3 △ 4.3 1.9 0.8 （時間）

所定内労働時間 103.7 102.2 102.2 99.1 100.0 101.3 143.9

前年比（％） △ 1.2 △ 1.5 0.1 △ 3.1 1.0 1.3 （時間）

所定外労働時間 104.0 111.6 107.0 83.1 100.0 94.5 9.3

前年比（％） △ 4.5 7.2 △ 4.1 △ 22.3 20.3 △ 5.4 （時間）

常用労働者数 96.3 99.0 101.3 100.8 100.0 93.4 598,006

前年比（％） 0.3 2.8 2.3 △ 0.5 △ 0.8 △ 6.6 （人）

※上段は指数、下段は対前年増減率（単位：％）

　出勤日数の下段は対前年増減差（単位：日）
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図１ 主要な指数の推移（調査産業計、事業所規模５人以上）

現金給与総額 総実労働時間 常用雇用

（平成22年＝１００）
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 ２ 賃金の動き 

  平成２３年の常用労働者１人当たり月平均の「現金給与総額」は、調査産業計で    

 285,556円（対前年比 4.5％増)となり、２年連続で増加している。 

  そのうち、「きまって支給する給与」は 239,084円（対前年比 2.5％増）、賞与等の 

  「特別に支払われた給与」は 46,472円（対前年比 13.8％増）であった。 

  「きまって支給する給与」のうち「所定内給与」は 223,233円（対前年比3.2％増）、  

また、「所定外給与(超過労働給与)｣は 15,851円（対前年比 8.4％減）であった。 

                             （以上図２、表２参照） 

 (1) 産業別の比較 

    「現金給与総額」が最も高いのは教育，学習支援事業の 460,955円で、最も低いの 

    は宿泊業，飲食サービス業の 124,595円であった。 

    ｢きまって支給する給与｣が最も高いのは教育，学習支援業の 348,902円で、最も 

     低いのは宿泊業，飲食サービス業の 119,015円であった。  

    「所定外給与」が最も高いのは製造業の 27,347円で、最も低いのは教育，学習支援 

   業の 1,952円であった。前年との差が最も増加したのは複合サービス事業の 3,557円 

     増で、最も減少したのは金融業，保険業の 8,766円減であった。 

    「特別に支払われた給与」が最も高いのは教育，学習支援業の 112,053円で、最も 

     低いのは宿泊業，飲食サービス業の 5,580円であった。前年との差が最も増加したの 

     は教育，学習支援業の 20,165円増で、最も減少したのはサービス業の 14,011円減で 

     あった。                       （以上表２、図３参照) 

  (2) 全国平均との比較 

    ｢現金給与総額｣について全国平均（ 316,792円）と本県（ 285,556円）を比べる  

   と金額では 31,236円下回り、全国平均を100とすると、本県は90.1であった。 

    また、本県の対前年比は 4.5％増であったが、全国平均の対前年比は 0.2％減と 

   なっている（表２）。 
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図２ 賃金指数の推移（調査産業計、事業所規模５人以上）

現金給与総額 きまって支給する給与

（平成22年＝100）



4 

   (3) 事業所規模別の比較 

    「現金給与総額」について全国平均（316,792円）を100として、事業所規模別に

比較すると､事業所規模100人以上（344,978円）は108.9となり､事業所規模30～99人

（280,509円）は88.5となり、事業所規模5～29人（250,772円）は79.2であった（表

２）。 
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（円）

表２  賃金の動き（事業所規模５人以上）

現金給与総額

きまって支給 特別に支払われ

所 定 内 給 与 所 定 外 給 与

前年比 する給与 前年比 前年比 前年比 前年差 た給与 前年比 前年差

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円 ％ 円

285,556 4.5 239,084 2.5 223,233 3.2 15,851 △ 8.4 △ 1,462 46,472 13.8 5,623

90.1 91.1 91.5 86.3 85.4

274,745 △ 4.8 254,816 △ 7.1 237,674 △ 5.6 17,142 △ 24.3 △ 5,488 19,929 36.5 5,333

320,486 7.4 254,478 1.9 227,131 2.6 27,347 △ 5.3 △ 1,518 66,008 30.8 15,561

309,995 △ 3.7 269,973 △ 4.2 252,026 △ 4.3 17,947 △ 5.4 △1,025 40,022 △ 8.3 △3,641

283,789 5.1 269,062 6.7 241,807 5.5 27,255 13.9 3,325 14,727 △ 22.3 △4,216

217,845 10.7 185,545 8.4 179,031 8.5 6,514 2.4 154 32,300 21.9 5,810

387,535 △ 12.4 311,468 △ 12.0 299,396 △ 10.2 12,072 △ 42.1 △8,766 76,067 △ 15.4 △13,855

124,595 - 119,015 - 113,910 - 5,105 6.4 307 5,580 10.1 512

460,955 19.7 348,902 17.7 346,950 18.0 1,952 1.3 26 112,053 21.9 20,165

310,070 10.0 255,368 6.3 244,392 7.3 10,976 △ 12.0 △1,491 54,702 30.7 12,846

359,001 9.7 296,064 6.2 282,632 4.9 13,432 36.0 3,557 62,937 22.1 11,409

265,567 - 227,511 - 209,057 - 18,454 △ 11.4 △2,374 38,056 △ 26.9 △14,011

344,978 - 273,221 - 245,201 - 28,020 - - 71,757 - -

108.9 104.1 100.5 152.5 131.9

280,509 - 239,590 - 226,135 - 13,455 - - 40,919 - -

88.5 91.3 92.7 73.2 75.2

250,772 - 217,114 - 207,591 - 9,523 - - 33,658 - -

79.2 82.8 85.1 51.8 61.8

全国平均

316,792 △ 0.2 262,373 △ 0.4 244,001 △0.5 18,372 0.9 - 54,419 0.7 -

100 100 100 100 100

対前年比は、指数により算出している。（ただし、「所定外給与」、「特別に支払われた給与」を除く。）

調 査 産 業 計

5～29人

金融業，保険業

宿泊業，飲食サービス業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サ ー ビ ス 業
事業所規模別 調査産業計

100人以上

30～99人

卸売業，小売業

調 査 産 業 計

建　　設　　業

製　　造　　業

情 報 通 信 業

運輸業，郵便業
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３ 労働時間の動き 

  平成２３年の常用労働者１人当たり月平均の「総実労働時間」は、調査産業計で 

 153.2時間（対前年比 0.8％増）となり、２年連続で増加している。 

   そのうち、「所定内労働時間」は 143.9時間（対前年比 1.3％増）、「所定外労働時 

  間」は 9.3時間（対前年比 5.4％減）であった。 

   「出勤日数」は調査産業計で月平均 19.9日（対前年差 0.0日）であった。 

                             （以上図４、表３参照） 

 (1) 産業別の比較 

    「総実労働時間」が最も長いのは運輸業，郵便業の 193.6時間で、最も短いのは 

   宿泊業，飲食サービス業の 110.5時間であった。運輸業，郵便業と宿泊業，飲食サ  

   ービス業との差は 83.1時間であった（表３）。 

    「所定内労働時間」が最も長いのは運輸業，郵便業の 174.6時間で、最も短いの 

   は宿泊業，飲食サービス業の 105.7時間であった（表３）。 

    「所定外労働時間」が最も長いのは運輸業，郵便業の 19.0時間で、最も短いの 

   は医療，福祉の 4.2時間であった（表３）。 

   「出勤日数」が最も多いのは建設業の 21.8日で、最も少ないのは宿泊業，飲食サー 

     ビス業と教育，学習支援業の 17.8日であった（表３）。         

 (2) 全国平均との比較 

    「総実労働時間」について全国平均（ 145.6時間）と本県（ 153.2時間）を比べ 

     ると時間では 7.6時間上回り、全国平均を100とすると、本県は105.2であった。 

    また、本県の対前年比は 0.8％増であったが、全国平均の対前年比は 0.2％減と 

   なっている（表３）。 

    「所定外労働時間」について全国平均（ 10.0時間）と本県（ 9.3時間）を比べる 

    と、時間では 0.7時間下回り、全国平均を100とすると、本県は 93.0であった。   

    また、本県の対前年比は5.4％減であったが、全国平均の対前年比は 1.0％増と 

   なっている（表３）。 
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図４ 労働時間指数の推移（調査産業計、事業所規模５人以上）
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 (3) 事業所規模別の比較 

     「総実労働時間」について全国平均（145.6時間）を100として事業所規模別に比較 

  すると、事業所規模100人以上（ 154.6時間）は106.2となり、事業所規模30～99人 

  （ 154.6時間）は106.2となり、事業所規模5～29人（ 151.5時間）は104.1であった 

  （表３）。 

       ｢所定外労働時間｣について全国平均（10.0時間）を100として事業所規模別に比較 

  すると、事業所規模100人以上（ 12.4時間）は124.0となり、事業所規模30～99人(8.6 

    時間）は86.0となり、事業所規模5～29人（ 7.8時間）は78.0であった（表３）。  

表３  労働時間の動き（事業所規模５人以上）

総実労働時間 出勤日数

所定内労働時間 所定外労働時間

前年比 前年比 前年比 前年差

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

153.2 0.8 143.9 1.3 9.3 △ 5.4 19.9 0.0
105.2 106.1 93.0 104.7

178.1 3.6 166.8 4.9 11.3 △ 13.7 21.8 0.9

162.7 △ 0.7 149.2 △ 0.3 13.5 △ 5.8 19.6 △ 0.3

167.7 △ 0.7 152.1 △ 0.9 15.6 2.2 19.0 △ 0.7

193.6 0.8 174.6 3.6 19.0 △ 19.2 21.7 0.0

144.0 5.2 139.5 5.3 4.5 △ 0.6 20.1 △ 0.1

146.8 △ 2.0 139.9 △ 0.5 6.9 △ 24.4 18.8 △ 0.3

110.5 - 105.7 - 4.8 - 17.8 0.2

133.0 2.9 124.3 1.7 8.7 26.6 17.8 △ 0.4

146.4 0.6 142.2 1.2 4.2 △ 14.2 20.2 0.0

148.1 △ 1.1 140.1 △ 3.3 8.0 63.7 18.9 △ 0.2

149.8 - 139.2 - 10.6 - 19.6 △ 0.3

154.6 － 142.2 － 12.4 － 19.4 －
106.2 104.9 124.0 102.1

154.6 － 146.0 － 8.6 － 20.0 －
106.2 107.7 86.0 105.3

151.5 － 143.7 － 7.8 － 20.1 －

104.1 106.0 78.0 105.8

全国平均

145.6 △0.2 135.6 △0.3 10.0 1.0 19.0 0.0

100 100 100 100

対前年比は、指数により算出している。

卸売業，小売業

調 査 産 業 計

建　　設　　業

製　　造　　業

情 報 通 信 業

運輸業，郵便業

金融業，保険業

宿泊業，飲食サービス業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サ ー ビ ス 業
事業所規模別 調査産業計

100人以上

30～99人

5～29人

調 査 産 業 計
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４ 雇用の動き 

  平成２３年の月平均の常用労働者数（推計）は、調査産業計で 598,006人となり、常 

 用雇用指数（平成22年平均＝100）は 93.4、前年比 6.6％減であった。常用雇用指数は 

 ３年連続で減少している。 

  産業構成比では製造業( 148,384人、24.8％）が最も高いウェイトを占め、以下卸売業， 

 小売業( 111,431人、18.6％）、医療，福祉（ 66,763人、11.2％）と続いている。 

                               （以上図５、表４参照） 

  (1)  パートタイム労働者 

    パートタイム労働者数（推計）は、調査産業計で 137,961人となり、パートタイム 

     労働者比率は 23.1％、前年差 0.9ポイント減であった。 

    産業別に比較すると、パートタイム労働者比率が最も高いのは宿泊業，飲食サービ 

   ス業の71.2％で、最も低いのは建設業の 3.0％であった。前年との差が最も増加した 

   のは複合サービス事業の 8.2ポイント増で、最も減少したのは卸売業，小売業の 6.9 

   ポイント減であった（表４）。  

 

 (2) 労働異動率 

     労働異動率は、調査産業計で入職率は 2.4％、離職率は 2.0％であった。     

     産業別にみると、建設業、運輸業，郵便業、宿泊業，飲食サービス業、複合サービ 

     ス事業、サービス業で入職率が離職率を上回り、情報通信業、金融業，保険業、教育 

     ，学習支援業、医療，福祉では入職率が離職率を下回った。製造業、卸売業，小売業 

     では、入職率と離職率が同じであった（表４）。  
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図５ 常用雇用指数の推移（調査産業計、事業所規模５人以上）
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 (3) 全国平均との比較 

    「常用労働者数」について、本県（ 598,006人）の対前年比は 6.6％減であった 

   が、全国平均（ 44,432千人）の対前年比は 0.7％増となっている（表４）。 

    

 (4) 事業所規模別の比較 

     「常用労働者数」について事業所規模別に比較すると、事業所規模100人以上は、 

   171,595人、事業所規模30～99人は 157,180人、事業所規模5～29人は 269,231人で 

   あった（表４）。 

表４  雇用の動き（事業所規模５人以上）

入職者 離職者

前年比 産業構成比 労働者比率 前年差

人 ％ ％ 人 ％ ポイント

598,006 △ 6.6 100.0 137,961 23.1 △ 0.9 2.4 2.0

47,303 △ 3.0 7.9 1,412 3.0 △ 0.2 3.1 2.3

148,384 △ 8.1 24.8 17,678 11.9 1.7 1.1 1.1

4,941 △ 23.2 0.8 819 16.8 4.3 0.9 1.4 

35,424 3.0 5.9 2,385 6.8 △ 1.8 4.0 2.6 

111,431 △ 6.1 18.6 52,145 46.8 △ 6.9 1.7 1.7 

16,885 △ 4.5 2.8 1,969 11.7 5.6 1.3 1.9 

35,621 - 6.0 25,354 71.2 △ 3.2 7.5 6.2 

36,715 △ 1.7 6.1 6,991 19.1 △ 4.6 1.9 2.1 

66,763 △ 9.2 11.2 11,154 16.7 0.8 1.1 1.4 

4,897 △ 29.0 0.8 629 11.9 8.2 8.3 3.5 

50,262 － 8.4 9,349 18.7 1.7 5.7 2.8 

39,380      － 6.6 8,076      －      －      －      －

171,595 － － 32,593 19.0 － － －

157,180 － － 35,283 22.5 － － －

269,231 － － 70,086 26.0 － － －

全国平均

44,432千人 0.7 － 12,525千人 28.19 0.36 1.94 1.97

対前年比は、指数により算出している。
※パートタイム労働者比率及び労働異動率の年平均については、1月分から12月分（3月分、4月分除く）の数値を単純平均している。

宿泊業，飲食サービス業

常用労働者数 パートタイム労働者数 労働異動率

調 査 産 業 計

建　　設　　業

製　　造　　業

情 報 通 信 業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サ ー ビ ス 業

そ　　の　　他

事業所規模別 調査産業計

100人以上

30～99人

5～29人

調 査 産 業 計
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５ 就業形態別（一般労働者とパートタイム労働者）の比較 

 (1) 賃金の比較 

   常用労働者１人当たり月平均の｢現金給与総額｣は 285,556円となっているが、これ 

  を就業形態別にみると、一般労働者が 341,539円、パートタイム労働者が 98,053円 

  であった。この額を一般労働者を100として比較すると、パートタイム労働者は28.7 

  であった。 

   また、｢きまって支給する給与｣は一般労働者が 282,342円、パートタイム労働者が 

  94,203円、｢特別に支払われた給与｣は一般労働者が 59,197円、パートタイム労働者 

  が 3,850円であった（表５）。 

 (2) 労働時間の比較  

    常用労働者１人当たり月平均の｢総実労働時間｣は 153.2時間となっているが、これを 

   就業形態別に見ると、一般労働者が 168.6時間、パートタイム労働者が 101.8時間で 

   あった。この時間を一般労働者を100として比較すると、パートタイム労働者は60.4    

   であった。 

     また、｢所定内労働時間｣は一般労働者が 157.4時間、パートタイム労働者が 98.8時 

     間、｢所定外労働時間｣は一般労働者が 11.2時間、パートタイム労働者が 3.0時間、｢出 

     勤日数｣ は一般労働者が 20.5日、パートタイム労働者が 17.7日であった（表６）。 

（下段は一般労働者＝100としたときの比較）

現金給与総額
きまって支給

する給与
所定内給与 所定外給与

特別に支払
われた給与

円 円 円 円 円

一般労働者 341,539 282,342 262,674 19,668 59,197

100 100 100 100 100

パートタイム 98,053 94,203 91,134 3,069 3,850

労働者 28.7 33.4 34.7 15.6 6.5

常用労働者全体 285,556 239,084 223,233 15,851 46,472

表５　就業形態別賃金比較（調査産業計、事業所規模５人以上）

（下段は一般労働者＝100としたときの比較） （下段は一般労働者＝100としたときの比較）

総実労働時間
所定内

労働時間
所定外

労働時間
出勤日数

時間 時間 時間 日

一般労働者 168.6 157.4 11.2 20.5

100 100 100 －

パートタイム 101.8 98.8 3.0 17.7

労働者 60.4 62.8 26.8 －

常用労働者全体 153.2 143.9 9.3 19.9

表６　就業形態別労働時間比較（調査産業計、事業所規模５人以上）
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(3) パートタイム労働者比率の比較 

   常用労働者全体でのパートタイム労働者比率は 23.1％となっているが、これを男 

  女別にみると男性が 9.6％、女性が 40.0％であった。 

    産業別にみると、全ての業種で女性が男性を上回った（表８）。 

 

６ 男女別の比較 

 (1) 賃金の比較 

   常用労働者１人当たり月平均の｢現金給与総額｣を男女別にみると、男性が354,954円 

  女性が 198,522円であった。この額を男性を100として比較すると、女性は55.9であっ 

  た。 

   また、｢きまって支給する給与｣は男性が 294,308円、女性が 169,827円、｢特別に支 

  払われた給与｣は男性が 60,646円、女性が 28,695円であった（表７）。 

 (2) 労働時間の比較 

   常用労働者１人当たり月平均の｢総実労働時間｣を男女別にみると、男性が 165.9時 

  間、女性が 137.1時間であった。この時間を男性を100として比較すると、女性は82.6 

  であった。 

       また、｢所定内労働時間｣は男性が 153.1時間、女性が 132.3時間、｢所定外労働時 

  間｣は、男性が 12.8時間、女性が 4.8時間、｢出勤日数｣は男性が 20.3日、女性が19.3 

  日であった(表７）。  

    

（下段は男＝100としたときの比較）

現金給与総額
きまって支給

する給与
特別に支払
われた給与

総実労働
時間

所定内
労働時間

所定外
労働時間

出勤日数

円 円 円 時間 時間 時間 日

男 354,954 294,308 60,646 165.9 153.1 12.8 20.3

100 100 100 100 100 100 －

女 198,522 169,827 28,695 137.1 132.3 4.8 19.3

55.9 57.7 47.3 82.6 86.4 37.5 －

常用労働者全体 285,556 239,084 46,472 153.2 143.9 9.3 19.9

賃　　　　金 労　　働　　時　　間

表７　男女別賃金・労働時間比較（調査産業計、事業所規模５人以上）

（単位：％）

調査産業計 建設業 製造業 情報通信業 運輸業，郵便業 卸売業，小売業

男女計 23.1 3.0 11.9 16.8 6.8 46.8

男 9.6 1.3 3.6 4.0 4.5 18.2

女 40.0 13.4 25.8 30.5 23.9 70.0

金融業，保険業
宿泊業，飲食
サービス業

 教育，
学習支援業

医療，福祉
複合サービス

事業
サービス業

男女計 11.7 71.2 19.1 16.7 11.9 18.7

男 4.3 57.4 15.5 8.2 8.9 8.6

女 19.7 79.8 23.6 18.8 17.7 36.9

表８　男女別パートタイム労働者比率（事業所規模５人以上）


